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各府県の対処方針に基づく主な措置内容（７月 14日時点） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区分 滋賀県 京都府 大阪府 兵庫県 奈良県 和歌山県 鳥取県 徳島県 

外出自粛 
・外出自粛を要請して
いない 

・旅行、帰省等の移動や、
人が集まる場所では、混
雑状況に気を付け、基本
的な感染対策等、感染リ
スクを回避する行動を
とる 

・高齢者や基礎疾患のあ
る方、これらの方と日常
的に接する方は、感染リ
スクの高い場所への外
出を控える 

・体調不良時は外出を控
える 

 

・高齢者及び同居家族等
日常的に接する方は、
感染リスクが高い場所
への外出・移動を控え
ること 

・外出時には混雑している
場所や時間を避けて
少人数での行動を要請 

・食べながらの会話など、
感染リスクが高い行動の
自粛を要請 

・帰省・旅行の場合や、感
染不安を感じる無症状者
の検査受検を要請 

 

・外出時には、感染防止策
を徹底し、十分用心する 

・ふだん同居していない
メンバーとの活動は、交
通機関や車による移動
でも注意 

・安全な生活・安全な外出
を心がける 

・県外へ外出する場合は、
基本的な感染予防対策を
徹底した上で、感染リス
クの高い行動は控える 

・基本的な感染対策の徹
底、感染リスクの回避、
感染対策が徹底された
飲食店の利用 

・県外先の自治体の要請
や情報を踏まえた行動
をするとともに、帰県後
は無料検査を積極的に
受ける 

・県外から県内に移動さ
れる場合は、本県が用
意している「事前PCR検
査」や、居住地の一般検
査など、無料の検査制
度を積極的に活用 

イベントの 
開催制限 ・国の基準に準ずる ・国の基準に準ずる ・国の基準に準ずる ・国の基準に準ずる 

・国の基準に準ずる 
・業種別ガイドラインの
遵守 

・国の基準に準ずる 

・国の基準に準ずる 
・ガイドラインや感染防
止安全計画に沿った感
染防止対策を徹底 

・同左 
・同左 
 

施
設
の
使
用
制
限 

飲食店 等 

・会食は認証店舗で感
染リスクを下げる工
夫をして行う 

・業種別ガイドライン
の遵守を徹底した上
で、感染予防対策を十
分に実施 

・適切な感染対策が講じ
られているお店（認証
店）を利用 

・会話の時はマスクを着
用 

・お店では大声で話さな
い 

・余裕を持った配席で、長
時間に及ばないように
する 

[認証店舗以外] 
・同一グループ･同一テー
ブル４人以内要請(５人
以上不可) 

・利用者に対し、2時間程
度以内での利用を求め
ること 

 
 
［全ての店舗］ 
・利用者に対し、マスク会
食の徹底を求めること 

・カラオケ設備を利用す
る場合は、利用者の密を
避ける、換気の確保等、
感染対策の徹底 

[認証店舗] 
・認証店認証基準の遵守 
 
[認証店舗以外] 
・酒類提供の場合は、アク
リル板の設置等、一定の
要件を満たすこと 

・「新型コロナ対策適正店
認証」取得の推奨 

 
［全ての店舗］ 
・飲食以外の会話時の適切
なマスク着用の推奨 

・利用者の密の回避、手指
消毒設備の設置、効果的
な換気(二方向の窓開け
や気流を阻害しないパー
テーションの配置等)な
ど業種別ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ等に基
づく感染対策の徹底を要請 

・換気・マスク着用・飛沫
防止措置をお願い 

・第三者認証制度の推進 
・業種別ガイドラインを
遵守 

・各事業所で感染拡大予防
ガイドラインを遵守 

・飲食・カラオケは気をつ
けて、換気にも注意 

・イベントや催物を行う場
合は気をつけて 

・業種別ガイドラインの
遵守を徹底した上で、感
染予防対策を十分に実
施 

・第三者認証制度の推進 

・業種別ガイドラインの
遵守を徹底した上で、
感染予防対策を十分に
実施 

・とくしまコロナお知ら
せシステムの活用 

・飲食店・宿泊施設の従 
 業員を対象に、県が配
布する抗原検査キット
を用いた検査を実施 

・抗原検査キットを用い
た従業員等の検査に協
力いただいている「コ
ロナ対策三ッ星店」の
積極的利用を推奨 

飲食店以外 
の施設 
・商業施設 
・サービス業 

     等 

・業種別ガイドラインの
遵守 

・これまでにクラスター
が発生しているような
施設や３密のある施設
は、適切な入場整理等
（人数管理、人数制限、
誘導等）の実施 

・感染防止対策の徹底 

・入場者の整理、入場者へ
の適切なマスク着用の周
知、飛沫防止措置等の感
染対策の実施を要請 

 
（神戸市） 
・業種や施設の種別ごとの
感染拡大予防ガイドライ
ンに基づく感染防止対策
を徹底 

 

・商業施設の自己認証制
度の推進 

・業種別ガイドラインを
遵守 

・各事業所で感染拡大予防
ガイドラインを遵守 

・イベントや催物を行う場
合は気をつけて 

・業種別ガイドラインの
遵守を徹底した上で、
感染予防対策を十分に
実施 

別添 1-2 

※政令市においては、独自の方針がある場合にのみ記載 
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各府県の対処方針に基づく主な措置内容（７月 14日時点） 
 

 

区分 滋賀県 京都府 大阪府 兵庫県 奈良県 和歌山県 鳥取県 徳島県 

学校、大学等 

[県立学校] 
・各教科等における「感
染症対策を講じても
なお感染リスクの高
い学習活動」について
は適切な感染対策を
行った上で実施 

・部活動は、可能な限り
感染症対策を行った
上で、合宿や泊を伴う
活動も含め通常の活
動が可。（ただし、レベ
ル２への引き上げに
伴い、活動実施地域の
感染状況や都道府県
の対応等確認し、感染
防止対策を徹底） 

・学校、保育所等で決めら
れた感染対策のルール
を守る 

・毎朝の検温等、子どもの
体調管理を行い、家族を
含めて発熱等の症状が
ある場合は登校登園を
控える 

・学校等の休業期間にお
いても感染リスクが高
い行動を控える 

［大学等］ 
・発熱等の症状がある学
生は、登校や活動参加を
控えるよう、周知徹底 

・旅行や自宅･友人宅での
飲み会、部活動や課外活
動における感染リスク
の高い活動（合宿等）や
前後の会食における感
染防止対策の徹底 

[県立学校] 
・｢学校に持ち込まない､学
校内に広げない｣を基本
に、十分な感染防止対策を実施 

・宿泊を伴う活動は、県内・
県外とも、感染対策が確
認される宿泊施設に限定
する（学校は不可） 

・マスク着用は、学校衛生
管理マニュアル等を基本
としつつ、熱中症リスク
等を考慮して対応 

・教職員に対し、ワクチン
接種を呼びかけるととも
に、感染リスクの高い行
動等を自粛するよう指導 

 
（神戸市） 
［市立学校］ 
・学校衛生管理マニュアル
に沿った感染対策を実施 

・熱中症対策を優先し、運
動時や登下校時などは積
極的にマスクを外すよう指導 

・部活動での宿泊を伴う活
動は、感染防止対策が講
じられている宿泊施設に
限定（学校は不可） 

・学校、保育所に対して感
染対策責任者による感
染予防対策の励行をお
願い 

・学校・教育現場での感染
予防対策の徹底 

・部活は、練習試合や合同
練習等は慎重に行うこと 

・各競技団体等のガイドラ
インが示す感染予防対策
を徹底した上で活動 

・移動､更衣､飲食等､部活
動に付随する場面も注意 

・本人及び家族に発熱等の
症状があれば、厳に登校
しないこと 

・学校教育活動及び学校
行事は、感染防止対策を
一層徹底の上実施 

・保育施設は、県ガイドライン
を参考に感染防止対策を徹底 

・部活動は、感染防止対策
を一層徹底の上、県及び
各競技団体が定める
ガイドラインに則って実施 

・クラスター未然防止・早
期対応のため、子ども関
連施設及び学校特命チ
ームにより施設指導等
を実施 

・「部活動顧問用チェック
リスト」や、「屋内運動部
活動における感染拡大
防止チェックリスト」
「県総体感染対策徹底
シート」を活用した、
感染防止対策の徹底を確認 

・部活動において陽性者が
発生した場合等は部員
等に対し抗原検査を実施 

［児童等利用施設］ 
・「専門電話相談窓口」の開設
や、県ガイドライン及び
チェックリストに基づ
き、感染防止対策を徹底 

・検査を希望する幼稚園・
保育所等職員を対象に、
抗原定性検査キットを
配布し集中的な「抗原検
査」を実施 

［大学・専門学校等］ 
・大学等からの要請に基づ
く「抗原定性検査キット」の配布 

・県の「大規模集団接種」
による「ワクチン接種」の推奨 

・学生等への「薬局等にお
ける一般検査」や帰省時
における「事前の PCR 検査」の推奨 

事業所等 

・業種別感染拡大予防ガ
イドラインに基づく
感染防止策の徹底 

・テレワーク・時差出勤  
 の活用など職場での 
 感染対策を行う 

・業種別ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝの遵守 
・在宅勤務等、人との接触
を低減する取組の推進 

・職場の感染対策を再点
検し、居場所の切り替わ
りでの注意喚起を徹底 

・テレワークの活用、時差
出勤、自転車通勤等、人
との接触を低減する取
組みを進めること 

・重症化リスクのある従
業者等への就業上の配慮 

・業種別ガイドラインの遵守 
・高齢者施設での面会は
原則自粛 

・在宅勤務(テレワーク)取
組の協力依頼 

・感染防止取組の徹底及び事
業継続計画の取組の要請 

・業種別ガイドライン等の実践 
・重症化リスクのある労働
者等への就業上の配慮 

 
（神戸市） 
・職場への出勤について、 
 在宅勤務（テレワーク）  
 や時差出勤の活用等によ  
 り、柔軟な働き方を推進  
 するほか、事業継続計画 
 の実施準備及び計画に基 
 づく取り組みを行う。 

・感染防止策の継続 
・高齢者施設等に対して
感染対策責任者による
感染予防対策の敢行を
お願い 

・事業継続計画の再点検及
び早期策定の推進 

・在宅勤務を積極的に活用 

・事業継続計画の再点検
及び早期策定の推進 
・テレワークや時差出
勤・交代勤務の促進 

・従業員やその家族の体
調管理や無料検査の受
検への配慮 

・これまでの感染対策の
再チェック 

・クラスター発生時の迅
速な封じ込め体制確保 

若年層のワクチ
ン接種率向上へ
の取組 

・県 HP や YouTube で若
年層向けにワクチン
接種の解説動画やパ
ンフレットを掲載 

・県の広域ワクチン接種
会場で、10歳代から 20
歳代の若年層の接種
を促進するため、「学
生・若者枠（18歳～29
歳）」を設定 

・7 月 21 日～8 月 15 日
までを「夏休みワクチ
ン接種促進強化期間」
として接種機会を拡
大するとともに、効果
や接種期限について
の情報発信を市町と
連携して実施 

 

・京都タワー会場におい
て、大学・企業等の団体
接種を実施 

・６月から大学・企業等の
希望により、医療従事
者、事務スタッフ、ワク
チン等の資材、接種及び
待機場所となるバス車
両の派遣を開始 

 
（京都市） 
・現役世代が手に取る地
域のフリーペーパーに
啓発広告を掲載 

・大学生や留学生、企業等
を対象としたメールマ
ガジン等で啓発を実施 

・30 代以下の府民をターゲットに、 

SNS 等を活用した広報・啓発を実施 

・大学等を対象とした府大規模接種会

場での団体接種を新たに実施。参加

大学を府 HP で公表 

・経済団体を通じ、企業に若年層をはじ

め従業員等の接種促進に向けた協力

を働きかけるとともに、協力企業を

府 HP で公表 

（大阪市） 

・市 HP に若年層向けの特設ページを掲

載し、ワクチン接種の正しい知識や

効果と副反応について記載 

・若年層に不安を解消してもらうため

の特設ページを作成 

（堺市） 

・集団接種会場で夜間接種や予約無し

接種を実施 

・集団接種会場にお子様見守りスタッ

フを配置 

・若年層向けインターネット広
告を作成し、追加接種につい
て啓発 

・県大規模接種会場における予
約なし接種を実施し、付近の
大学等に、取組等の広報活動
を実施 

・県内大学から大規模接種会場
への送迎にあたり国補助への
県独自の追加支援を実施 

・令和 4 年 5 月を「新型コロナ
ワクチン接種促進月間」と位
置づけ、県内市町とも連携し
て、多様な接種促進策を展開 

（神戸市） 
・平日夜間用の集団接種会場を
設置 

・大規模接種会場で企業・大学
等の団体接種を受付 

・テレビ CMや YouTubeで
の動画配信、県立大学等
における動画 CM 放映、
県の職域ワクチンを活
用した大学生向け接種 

・県外在住者の内、県内へ
の通勤・通学者も広域接
種会場での接種対象に
加えたほか、当日予約も
実施。さらに、大学、企
業等からの団体予約も
受付開始 

・12～17歳向けの集団接種
をショッピングモールで
実施（市主催） 

・新成人へのプレゼント
キャンペーンを展開 

・大学生などを対象とし
た県営会場への送迎支
援や就職活動中の学生
を対象とするプレゼン
トキャンペーン等を実
施する 

・予約なし接種の実施 
・妊婦・若年層とその同居
家族への優先枠を設定 

・ターミナル駅や大学等
から接種会場へシャト
ルタクシー・バスを運行 

・企業・団体・学校等にワ
クチンバスを派遣し、オ
ンデマンド型の接種を
実施 

・ワクチンに関する疑問
を持つ高校生からの質
問に、医師や接種を終
えた看護学生が答える
動画を作成し、県庁舎
や市町村、SNS等で発信 

・大規模接種会場におけ
る夜間接種日の追加、
予約なし接種の開始 

・大規模接種会場におい
て、中学生・高校生及び
その保護者を対象とし
た予約無しの３回目接
種を実施 

別添 1-2 

※政令市においては、独自の方針がある場合にのみ記載 
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（７月１３日時点）

（参考）

〔出典〕ワクチン接種状況ダッシュボード（VRS）

    ※厚生労働省からの提供資料（7月13日時点）より作成

奈 良 県 833,175 61.96% 80.89% 80.48%

計 11,929,531 58.05% 79.00% 78.56%

徳 島 県 472,032 64.23% 81.23% 80.80%

鳥 取 県 343,947 61.77% 79.93% 79.45%

和 歌 山 県 588,614 62.32% 79.20% 78.82%

神 戸 市 (866,030) 56.72% 79.04% 78.54%

兵 庫 県 3,273,114 59.26% 79.80% 79.37%

堺 市 (472,331) 56.81% 78.45% 78.03%

大 阪 市 (1,425,201) 52.02% 75.58% 75.10%

大 阪 府 4,902,756 55.46% 77.80% 77.37%

京 都 市 (795,328) 56.78% 78.10% 77.60%

京 都 府 1,486,358 58.74% 79.46% 79.00%

滋 賀 県 862,710 60.80% 80.88% 80.38%

接種回数 接種率 接種率 接種率

別 添 2

新型コロナウイルス感染症に係る検査・医療体制等

令和４年７月２１日

広 域 医 療 局

１．ワクチン追加接種の状況

府県市名
追加接種

１回目接種

（参考）

２回目接種

（参考）
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[ ]内‥‥人口10万人当たり検査実績

※京都市検査実績については、別途実施している「高齢者施設における重点検査」が含まれる。

（参考）

〔出典〕厚生労働省「データからわかるʷ新型コロナウイルス感染症情報ʷ」［府県］

    各市回答データ［市］

    令和３年１月１日住民基本台帳人口（人口10万人当たり検査実績算定）

（６月２９日時点）

/ / /

/ / /

/ / /

/ / /

/ / /

/ / /

/ / /

/ / /

（参考）

/ / /

〔出典〕厚生労働省「療養状況等及び入院患者受入病床数等に関する調査」

36床 [5.6%] 72室 1,083室 [6.6%] 

1,934床 [6.8%] 1,195室 16,520室 [7.2%] 

奈 良 県 29床 522床 [5.6%] 2床

25床 [0.0%] 47室 500室 [9.4%] 

計 925床 8,323床 [11.1%] 131床

47床 [0.0%] 79室 459室 [17.2%] 

徳 島 県 29床 263床 [11.0%] 0床

26床 [0.0%] 28室 178室 [15.7%] 

鳥 取 県 16床 350床 [4.6%] 0床

142床 [0.7%] 144室 2,411室 [6.0%] 

和 歌 山 県 62床 588床 [10.5%] 0床

1,471床 [8.4%] 731室 11,216室 [6.5%] 

兵 庫 県 154床 1,529床 [10.1%] 1床

171床 [4.1%] 114室 1,126室 [10.1%] 

大 阪 府 510床 4,130床 [12.3%] 123床

52床 [0.0%] 52室 630室 [8.3%] 

京 都 府 112床 960床 [11.7%] 7床

うち重症者用
使用居室数

[使用率]
/ 確保病床数 / 確保居室数

滋 賀 県 42床 503床 [8.3%] 0床

３．療養状況等及び入院患者受入病床数等

府県市名

【入院】 【宿泊療養】

使用病床数
[使用率]

奈 良 県 949件/日 [71件/日] 862件/日 [64件/日] 946件/日 [70件/日] 

25,518件/日 [124件/日] 

[84件/日] 

計 25,445件/日 [124件/日] 23,851件/日 [116件/日] 

徳 島 県 589件/日 [80件/日] 607件/日 [83件/日] 616件/日

691件/日 [124件/日] 

[98件/日] 

鳥 取 県 475件/日 [85件/日] 439件/日 [79件/日] 

和 歌 山 県 923件/日 [98件/日] 779件/日 [82件/日] 930件/日

(860件/日) [56件/日] 

[46件/日] 

神 戸 市 (807件/日) [53件/日] (811件/日) [53件/日] 

兵 庫 県 2,590件/日 [47件/日] 2,529件/日 [46件/日] 2,564件/日

(475件/日) [57件/日] 

[177件/日] 

堺 市 (368件/日) [44件/日] (332件/日) [40件/日] 

大 阪 市 (4,840件/日) [177件/日] (4,380件/日) [160件/日] (4,853件/日)

10,223件/日 [116件/日] 

[138件/日] 

大 阪 府 10,619件/日 [120件/日] 10,061件/日 [114件/日] 

京 都 市 (1,521件/日) [109件/日] (1,584件/日) [113件/日] (1,939件/日)

京 都 府 1,823件/日 [72件/日] 1,696件/日 [67件/日] 1,711件/日 [68件/日] 

滋 賀 県 890件/日 [63件/日] 633件/日 [45件/日] 656件/日 [46件/日] 

２．検査実績

府県市名 6/6～6/12 6/13～6/19 6/20～6/26
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（７月１３日時点）

接種回数
対象者数

（人）
接種率

滋 賀 県 12,616 95,355 13.23% 114

・地域の医療機関での接種が困難とされた小児に対する接種体制を構築し

た。

・小児接種の必要性や安全性をわかりやすくまとめた動画作成・SNS広告

配信による啓発。

京 都 府 15,469 144,947 10.67% 115
・医療関係団体に対し、小児へのワクチン接種の協力要請を実施。

・医療従事者の派遣による接種体制整備の支援。

京 都 市 (5,172) (75,378) 6.86% 約105
（予定を除く数字）

・接種券のお届け［2月28日：9歳～11歳，3月4日：5歳～8歳］

・接種が推奨されている重症化リスクの高い基礎疾患を有する小児の優先

接種を実施［優先接種期間：3月7日～3月18日］

・接種を希望される全ての小児への接種を実施［3月19日以降］

・本市が設置する集団接種会場での接種を実施［3月20日以降］

・小児への個別接種を行う医療機関への支援金の支給

大 阪 府 35,987 504,804 7.13% 約750

・看護師が常駐する専門相談窓口を24時間体制で設置。

・かかりつけ医等での対応が困難な場合における専門的な医療機関での診

療体制を整備。

・医師会等に対し小児へのワクチン接種の協力要請を実施。

大 阪 市 (7,901) (140,193) 5.64% 約300

・小児科もしくは小児の診察を行う医療機関で接種を行っている。３月10

日から接種開始。

・新型コロナウイルスワクチンの夏休み中の接種を勧奨するために、厚生

労働省提供のチラシを活用し、７月中に小学校へ配布し啓発する予定。

堺 市 (3,291) (50,434) 6.53% 66

・対象者へ、3月4日に接種券を発送。

・個別接種会場（医療機関）は、3月9日以降、準備が整った医療機関から

予約・接種を順次開始。

・集団接種会場（医療機関）は、3月10日から予約受付、3月14日から接種

開始。

・5月1日から6月12日まで、集団接種会場（地域会場）1か所で小児接種を

実施。

兵 庫 県 31,610 332,264 9.51% 約380

・市町を越えた広域的な接種体制を構築。

・小児の感染状況やワクチンの効果や安全性、副反応に関して、専門家の

説明動画を発信。

神 戸 市 (7,381) (88,659) 8.33%
個別医療機関

市内161か所
・こども向け専用窓口（こども健康相談窓口）の設置。

和歌山県 5,334 52,405 10.18% 73
・小児科医の人的資源が乏しい市町村については広域的な接種体制を構築

した。

鳥 取 県 6,817 33,649 20.26% 75

・県内の医療機関に対する説明会を実施し、協力を呼びかけた。また県内3

圏域で小児の広域接種を実施することとなり県内の小児接種体制が整っ

た。

・小児接種の勧奨、啓発のため、市町村に文書で協力を呼びかけるととも

に、県でチラシを作成し、医療機関や学校等に配布するほか、TVCMやイ

ンフォマーシャルを作成し様々なメディアを通じて発信している。

・夏休みに向けて、保護者への接種勧奨を進めるほか、小児接種のための

臨時接種会場を設置して小児接種実施。

徳 島 県 6,840 40,424 16.92% 63

・市町村域を越えて接種できる「広域接種体制」を構築し、予約について

も統一したコールセンターとウェブサイトから申し込みができるようにし

ている。

・国リーフレットを印刷し、市町村窓口、医療機関、保育所等に配布。

・小児接種を案内するTVCMを放送。

奈 良 県 7,933 77,170 10.28%

99

個別接種 73

集団接種 26

・接種を希望する小児の身体状況等に応じて接種する体制を構築した。

〔出典〕各府県市からの回答
    ワクチン接種状況ダッシュボード（VRS）
    ※厚生労働省からの提供資料（７月１３日時点）より作成

【参考１】小児（５～１１歳）へのワクチン接種の状況

府県市

実施箇所数

（箇所）

※予定を含む

各府県市における取組状況

１回目
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（７月１３日時点）

接種回数
対象者数

（人）
接種率

滋 賀 県 21,106 85,327 24.74%

・接種体制の構築状況の把握。

・3回目接種の効果や副反応についてわかりやすくまとめた若年層向け動画作成・

SNS広告配信による啓発。

京 都 府 26,343 135,373 19.46%

・接種体制の構築状況の把握。

・医療従事者の派遣による接種体制整備の支援。

・若年層への接種の呼びかけの強化（SNSの活用、動画配信など）

京 都 市 (11,628) (69,903) 16.63%

・令和４年４月１４日から対象となる方へ順次，接種券をお届けし，市内の医療機

関で接種開始。

・４月２９日から集団接種会場での接種を開始。

大 阪 府 69,063 466,717 14.80%

・看護師が常駐する専門相談窓口を24時間体制で設置。

・かかりつけ医等での対応が困難な場合における専門的な医療機関での診療体制を

整備。

・若年層の接種促進に向けた広報啓発の集中取組。

大 阪 市 (14,982) (123,566) 12.12%

・接種対象者へ４月22日に接種券を発送。

・個別接種会場では、準備が整った医療機関より予約・接種を順次開始。

・集団接種会場では、４月26日から予約、４月29日から接種開始。

・新型コロナウイルスワクチンの夏休み中の接種を勧奨するために、厚生労働省提

供のチラシを活用し、７月中に中学校へ配布し啓発する予定。

堺 市 (7,256) (47,482) 15.28%
・4月8日に、接種券を対象者へ発送。個別接種会場（医療機関）は準備が整い次

第、順次接種開始。集団接種会場（医療機関）は、4月11日から予約受付開始。

兵 庫 県 57,133 303,839 18.80% ・若年層向けインターネット広告を作成し、追加接種について啓発している。

神 戸 市 (12,226) (80,778) 15.14%

・接種場所

 個別接種医療機関（約830医療機関）

 集団接種会場（市役所24階）

・こども向け専用窓口（こども健康相談窓口）の設置。

・市役所24階会場の12歳～17歳専用予約枠を設定。※約5,000枠（６月末まで）

・市役所24階会場での「接種券なし接種」の実施。（令和４年４月17日終了）

和歌山県 10,420 49,020 21.26% ・対象年齢者向けの集団接種（市主催）をショッピングモールで実施。

鳥 取 県 8,690 30,301 28.68%

・接種の啓発のため、インターネット広告やチラシを作成し様々なメディアを通じ

て発信している。また、各市町村のファイザー社製ワクチンの過不足数の再調査に

より、全市町村で必要量を確保できる見込み。引き続き、必要に応じて市町村間の

ワクチンの融通調整を実施する。

・今後、教育委員会とも連携して、引き続き接種勧奨に努めていく。

徳 島 県 9,604 37,306 25.74%

・希望する者への接種を速やかかつ円滑に行えるよう、県・市町村実務者会議を開

催し、接種体制の確保、接種券の発送準備、ワクチンの過不足状況を共有。

・必要に応じて、県が市町村間のワクチンの融通調整を実施。

・大規模接種会場において、中学生・高校生及びその家族を対象とした予約なしの

３回目接種を実施（7/24）

奈 良 県 15,597 73,772 21.14%

・教育委員会等と連携し、公立高校や私立学校等において、ワクチン接種に関する

情報発信を依頼。

・市町村に対しても、必要に応じて小・中学校等における情報発信等について、市

町村教育委員会と連携した対応等について検討を依頼。

〔出典〕各府県市からの回答
    ワクチン接種状況ダッシュボード（VRS）
    ※厚生労働省からの提供資料（７月１３日時点）より作成

【参考２】１２～１７歳へのワクチン追加接種の状況

府県市 各府県市における取組状況

３回目
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（７月１３日時点）

滋 賀 県

・市町担当者会議を随時開催し、情報共有を図ることで円滑な

接種の推進を図っている。

・県内2カ所に開設している県広域ワクチン接種センター（大規

模接種会場）において、６月10日から接種できる体制を構築。

・４回目接種の効果と副反応について、県民に向けて分かりや

すい情報提供を行う必要がある。

京 都 府

・市町村における接種券発送の方法やスケジュールについて情

報を把握し、円滑な接種の推進を図っている。

・府内3ヶ所に開設している府主導の接種会場において、5月26

日から接種できる体制を構築。

・高齢者施設へのワクチン接種チーム派遣

・市町村と連携し、４回目接種を希望される方の接種が進むよ

うに引き続き広報・周知等を行う必要がある。

京 都 市

・対象となる基礎疾患をお持ちの方を行政が個々に把握してい

ないため、５月３１日から、３回目接種から５か月を経過する

１８歳以上の全員に順次接種券をお届け。

・これまでと同様に、「個別接種」と「集団接種」を併せて行

う体制を確保。３回目の住民接種開始（令和４年１月２０日）

から５か月経過する６月２０日から集団接種の予約を受け付

け、７月１日から接種を開始している。

・高齢者施設（入所・居住系）の入所者と基礎疾患等を有する

施設従事者を対象に、３回目接種までと同様、施設内での接種

を順次、実施している。

ー

大 阪 府

・第6波において高齢者施設等でクラスター等が多数発生したこ

とから、高齢者施設等における接種促進に向けた下記の取組を

実施。

 〇府巡回接種チームの創設

 〇接種券の代行手配

 〇進捗管理に係る市町村への支援

・府内に大規模接種会場を設置し、府民の４回目接種を促進

（6/24～）。

・接種対象者の範囲について、4月28日付け国事務連絡において

「引き続き様々な情報を収集しながら、検討を行っていくこと

となる」とされているが、現時点においても医療従事者等への

接種の取扱いが明確に示されていないこと。

大 阪 市
誤り接種がないように本市ホームページやポスター等で周知を

行った。

４回目の接種券発送については、60歳以上の方及び３回目接種

から５か月以上経過した18歳以上のすべての市民に発送する

が、接種対象者は、60歳以上の方及び基礎疾患のある18歳以上

の方であることから、誤り接種がないように周知する必要があ

る。

堺 市

・5月27日から、3回目接種から5カ月を経過する60歳以上の方

に4回目接種券を順次発送。18歳以上60歳未満の基礎疾患のあ

る方、重症化リスクが高いと医師が認める方等には、電子申

請、電話、郵送で申請を受け付けて接種券を発送。

・個別接種会場（医療機関）は、接種券が届き次第接種可能。

集団接種会場（医療機関）は6月13日から接種開始。2カ所に縮

小していた集団接種会場（地域会場）は、6月20日から7カ所に

拡大して接種開始。

・4回目接種の趣旨、ワクチン接種の効果や副反応などについ

て、対象者への丁寧な広報と情報提供。

・現時点において、接種期間が令和4年9月30日までであるた

め、接種時期が10月以降になる対象者への問合せに明確な説明

ができない。

【参考３】４回目接種について

府県市 取組状況 課題等

15 



兵 庫 県
・県内2ヶ所に開設している県主導の大規模集団接種会場におい

て、6月14日から接種できる体制を構築。

・事前予約だけでなく、当日予約も受付し、接種を推進。

・接種の意義を周知するための効果的な広報が必要。

神 戸 市

・60歳以上の方については、３回目の接種から５カ月経過後を

目途に順次接種券を発送（初回発送は令和４年５月31日）。

・60歳未満の基礎疾患を有する方等については、郵送による紙

の接種券のほか、申請後、即時にお手元に届く「こうべE-mail

接種券」を新たに導入。

・従来と異なり対象者が限定される点や接種目的が発症予防で

なく重症化予防である点の周知。

・医療従事者や介護従事者を含め、今回の対象とならない人で

打ちたい人がいたときの対応。

・今後対象者が拡大された場合の対応。

和歌山県

・市町村から情報収集を行い、接種券の発送日程や基礎疾患者

等に対する発送方法について情報を共有。

・高齢者施設等の想定終了時期を市町村に示し、高齢者施設等

との日程調整を市町村に依頼。また、県高齢者部局から高齢者

施設に対し可能な限り早期に接種を受けるよう働きかけを実

施。

・初回接種・3回目接種と平行しての接種により接種事務が複雑

化することから、間違い接種を防止するため、ワクチン・接種

回数別のワクチン取扱いを纏めた医療機関向け情報資材を作成

し、市町村に提供。

・現時点において、接種期間が令和4年9月30日までであるた

め、接種時期が10月以降になる対象者への問合せに明確な説明

ができない。

・モデルナワクチンの配分比率が高く、ファイザーワクチンが

不足する可能性がある。

鳥 取 県

・市町村との接種体制協議会を随時開催し、接種券発送の日程

や高齢者施設における接種方法等について情報を共有。円滑な

接種の推進を図っている。

・16市町村の集団接種会場で4回目接種を実施するほか、県営大

規模集団接種会場でも随時受け入れる体制を構築ずみ。

・接種の意義を周知するための効果的な広報が必要。

・現時点において、接種期間が令和4年9月30日までであるた

め、接種時期が10月以降になる対象者への問合せに明確な説明

ができない。

徳 島 県

・市町村との実務担当者会議を随時開催し、接種券発送の日程

や高齢者施設における接種方法等について情報を共有。円滑な

接種の推進を図っている。

・県内4ヶ所に開設している県主導の大規模集団接種会場におい

て、5月25日から接種できる体制を構築。

・接種の意義を周知するための効果的な広報が必要。

・現時点において、接種期間が令和4年9月30日までであるた

め、接種時期が10月以降になる対象者への問合せに明確な説明

ができない。

奈 良 県

・４回目接種を円滑に進めるため、市町村との間で２週間に１

回開催している連絡会において、接種券の発送状況、４回目接

種の開始時期について情報を共有。

・県広域接種会場で６月９日より４回目接種を開始。

・「BA.5」系統に対するワクチンの効果が弱いのではないかと

一部報道されている中で、県民に対し、4回目接種の意義をどの

ように伝えていくかが課題。

府県市 取組状況 課題等
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別添 ３ 

新型コロナ対策に係る全国知事会の動き等 
 

 
（7/12 新型コロナウイルス緊急対策本部） 
別添３-① 新たな変異株の感染拡大防止に向けた緊急提言 
別添３-② 更なる感染再拡大の防止に向けて 

 
（7/14 全国知事会長等コメント） 
別添３-③ 岸田総理大臣の会見を受けて 

 

 

＜参考：国の分科会等関係＞ 

○7/14 第 17 回新型コロナウイルス感染症対策分科会 

○7/14 第 28 回基本的対処方針分科会 
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新たな変異株の感染拡大防止に向けた緊急提言 

 

 新型コロナウイルス感染症については、オミクロン株 BA.2 系統から BA.5 系統等の

新たな変異株への置き換わりの影響等により、過去最多の新規感染者数を記録する地

域も見られるなど、全国的な感染再拡大が懸念されており、更なる感染拡大を防止す

るとともに、社会経済活動との両立を図っていくことが重要である。また、今後も新

たな感染症が発生することを想定した社会づくりを着実に進めていくことが重要で

ある。 

 先月、政府は、医療提供体制や保健所体制の強化、特措法に基づく措置の実効性の

向上、司令塔組織の整備など、有識者会議における議論を踏まえ、内閣感染症危機管

理庁の設置や日本版ＣＤＣの創設を始めとした「次の感染症危機に備えるための対応

の方向性」を決定したところであるが、併せて、現下の感染状況に応じた対策も強化

していく必要がある。 

 全国知事会は、国民の生命と健康を守るため、引き続き、国、市区町村、関係団体

と一体となって感染拡大防止に全力で取り組むとともに、社会経済活動との両立を実

現する社会づくりを推進していく決意である。政府におかれては、以下を始めとする

地方の意見を反映しながら、BA.5 系統等による感染拡大防止に総力を挙げて取り組

むとともに、平時・有事における対応の具体的な制度設計を早急に行い、具体策の提

示及び必要な財源の確保など、真に実効性のある感染症対策を強力に進めていただく

よう強く求める。 

 

 

１．感染拡大防止等について 

 

（１）新たな変異株の特性に応じた感染抑制・社会経済活動の両立に資する対策の提

示 

   今般の感染再拡大については、オミクロン株 BA.2 系統が主流となる中、感染

者増加の優位性や免疫逃避が指摘されている BA.5 系統等の新たな変異株への置

き換わりが要因の一つと考えられることから、海外の知見を踏まえ、感染力や症

状、重症化リスクなど、新たな変異株の特徴を早急に分析するとともに、その特

性に応じた感染抑制と社会経済活動の両立に資する全般的な対応方針と社会経

済活動の維持・継続に支障が生じている濃厚接触者に対する対応の在り方を含め

た具体的対策を早期に提示すること。また、各業界で定めている「業種別ガイド

ライン」について、これまでに蓄積してきた専門家組織の知見に基づき、速やか

に見直しを行うよう各業界に対して働き掛けるとともに、適切な支援を行うこと。 

別添３－①
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   併せて、BA.5 系統等の新たな変異株の特性など様々な要因を踏まえつつ、必要

時に適切な投薬が可能な環境の確保、医療に係る公費負担の整備、国負担による

無料検査体制の確保、保健所機能の抜本的強化などの諸条件を整えた上で、新型

コロナウイルス感染症の感染症法上の取り扱いについて検討すること。 

 

（２）オミクロン株の特性等を踏まえた対応方針 

   感染の拡大期、ピーク期、収束期など、今後の感染動向を想定し、まん延防止

等重点措置を再適用する基準を示すとともに、都道府県知事が判断するレベル分

類について、第６波を踏まえた新たな基準を示すとともに、特措法上の措置との

関係を明確にすること。 

   また、緊急事態措置やまん延防止等重点措置における具体的な対策については、

飲食店への時短要請を必須とせず、学校、幼稚園、保育所等の教育・保育関連施

設や高齢者施設において、クラスターが発生するなど感染が広がっている状況を

踏まえ、学びの機会の保障や社会機能維持に留意しつつ、オンライン授業や分散

登校、臨時休業なども含めた具体的かつ多様な対策をメニュー化し、地域の実情

に応じた効果的な対応が選択できるよう、特措法の規定を踏まえて、基本的対処

方針を改定するとともに、引き続き、必要となる感染防止対策等に対する支援の

充実を図ること。  

   併せて、まん延防止等重点措置の適用に至らない場合であっても、各自治体が

地域の実情に応じて十分な感染対策を柔軟かつ機動的に講じられるよう、政府と

して早期に現場でとるべき対策に関する新たな方針を示し、支援すること。 

   なお、感染の再拡大を防ぐためには、迅速な対策を講じる必要があることから、

緊急事態宣言やまん延防止等重点措置は、感染状況に即応して発出できるよう、

国会報告等も含めた手続きの簡素化を図り、レベルにとらわれず、知事の要請に

応じて機動的に発出すること。 
 

（３）基本的な感染対策の再徹底 

   全国的に新規感染者数が増加している中、行政による行動制限とは本質的に異

なる国民や事業者による予防行動が重要であることから、ワクチン接種者を含め、

３密の回避や会話時のマスクの着用、手指消毒、体調管理、換気など基本的な感

染対策の再徹底を、これまでに得た様々なエビデンスに基づき、国民に分かりや

すい言葉で強く呼び掛けること。 

   特に、BA.5 系統等については、換気が不十分であったことにより感染が拡大し

た事例がみられることから、当該変異株の特性に応じた換気のあり方について科

学的知見に基づき分析し、国民に周知すること。 
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   また、オミクロン株は、従来株より重症化率が低い点が強調されているが、BA.2

系統や更に感染力が高いとされる BA.5 系統等により感染者数の急増が懸念され

ることから、重症化や後遺症など感染時のリスクを国民に正しく認識してもらえ

るよう、国として情報発信を継続すること。 

   さらに、夏休みシーズンを控え、帰省や旅行などで人と人との接触の機会が増

えることから、国と地方、専門家等が協力し、ワンボイスで基本的感染防止対策

の再徹底を分かりやすく丁寧に呼び掛けること。その際には、子どもには大人が

声をかけるなど、誰から誰へ伝えるかも考えた上で、短いフレーズで発信するこ

と。 

 

（４）検査試薬及び検査キットの供給体制の確保 

   感染再拡大を防止するため、必要な検査が確実に実施できるよう、検査に要す

る資器材の需給を的確に把握しながら、診療及び各種検査に必要となる検査試薬

や検査キット等の安定的な供給を図るとともに、随時、国民や地方に対して情報

提供を行うこと。 

 

（５）無料ＰＣＲ等検査の拡充 

   「感染拡大傾向時の一般検査事業」については、全額国が費用負担するととも

に、感染状況が「レベル２未満の状況」であっても、知事の判断で実施可能とす

るとともに、旅行やイベント参加、出張などで来訪した他の都道府県在住者も無

料検査の対象とするなど、一般検査事業の対象者を拡充し、それに要する費用に

ついても国が支援すること。 
   また、「ワクチン検査パッケージ・対象者全員検査等定着促進事業」及び「感染

拡大傾向時の一般検査事業」については、感染不安だけではなく、社会活動等も

含めた複合的な要因で受検するケースが多いことから、登録検査事業者の拡大を

図り、検査を受けやすくするため、全額国費負担の上、より簡便な制度で事業を

一本化するとともに、検査事業者への支援の仕組みを確立し、無料検査を行うこ

とができる調剤薬局を確保することが困難な地域においては、一定の要件の下で

医薬品の店舗販売業でも検査を実施できるようにするなど、柔軟な取扱いとする

こと。 
   加えて、登録検査事業者の拡大や事業者の経営に支障を来さないよう、実施期

間の延長等について早期に方向性を示すとともに、無料検査事業の延長等により、

検査体制の整備等に要する費用が増加し、検査体制を維持することが難しくなる

ことから、不足が見込まれる額については財政的支援を行うこと。 
   また、感染拡大防止には検査の正確性が重要であることから、イベントを含め、
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ＰＣＲ検査を確実に実施できるよう支援すること。 
   併せて、高齢者施設等を対象としたＰＣＲ集中検査や抗原検査キット調達の経

費については全額国庫負担金の対象とするとともに、通常の介護サービスの提供

では想定されないかかり増し費用として施設等が行う自費検査費用をサービス

提供体制確保事業費の補助対象に含めること。 
 

（６）水際対策 

   外国人観光客の受入再開など国際的な往来の本格的な再開に当たり、入国者に

対する基本的な感染防止対策の遵守方法や陽性判明時等の緊急時の対応につい

て、入国時に多言語で分かりやすく情報発信及び啓発を行うとともに、旅行会社

や宿泊事業者等が留意すべき点等をまとめたガイドラインについて事業者及び

地方自治体に対して情報提供を行い、国の責任において事業者に確実に遵守させ

ること。 

   また、海外における変異株等の発生状況や特性についての監視・研究体制を強

化し、科学的知見の速やかな収集・分析を行い、発生状況等に応じて検疫体制を

迅速に強化すること。 

 

（７）季節性インフルエンザとの同時流行対策 

   日本では過去２シーズン季節性インフルエンザが流行しておらず、２歳以下の

インフルエンザワクチン未接種者等、免疫を持たない方が増えているとみられる

中、オーストラリアでは例年より早く季節性インフルエンザが流行しており、国

内でも例年より早い時期の流行が懸念される。 

   新型コロナウイルス感染症と季節性インフルエンザとの同時流行も想定され、

医療ひっ迫につながる恐れがあることから、インフルエンザワクチンを早期に確

保・供給するとともに、医療従事者や乳幼児、基礎疾患のある方等への優先的接

種など、対応方針を早急に示すこと。 

   また、感染症の同時流行を想定した医療提供体制や検査体制の在り方を検討す

ること。 

 

 
２．ワクチン接種の円滑な実施について 

 

（１）３回目接種の取組 

   感染者数が若年層を中心に再び増加傾向となる中、若年層の接種率が低迷して

いる。オミクロン株はデルタ株に比べて重症化率が低いことや副反応に対する不

安など、ワクチン効果の理解が進んでいないことが要因と考えられる。 
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   一方、厚生労働省の分科会等では国内外のワクチンに関する最新の有益なデー

タが報告されているが、会議の中での報告にとどまり、積極的な情報発信はされ

ていない。今後、接種の必要性や有効性、安全性などについて、更なる理解を促

進するため、国内外のワクチンに関する最新の科学データを示すこと。 

   また、ノババックス社ワクチンの有効性や副反応の状況、またオミクロン株の

後遺症の影響などを含め、できる限り早く幅広に情報発信を行うなど、改めて国

として接種の呼び掛けを強力に行うこと。 

 

（２）４回目接種の取組    

   今回の感染再拡大により、高齢者や基礎疾患を有する方の重症化も懸念される

ことから、改めて４回目接種の有効性や副反応の状況などについて、国民に向け

て分かりやすい情報発信を行うこと。併せて、接種対象者となる重症化リスクの

高い基礎疾患を有する者等の基準を明確に示し、現場の混乱が生じないようにす

ること。 

   また、医療従事者や介護従事者等について、専門家の科学的知見を十分踏まえ

つつ、接種を希望する場合には対象に加えるとともに、対象に追加する場合は、

早期に自治体へ情報提供を行い、準備期間を確保すること。 

   現在４回目接種に使用できるのはファイザー社及びモデルナ社ワクチンのみ

となっているが、最新の知見も踏まえてノババックス社ワクチンなども使用でき

るよう検討すること。 

 

（３）１２歳未満の子供への接種 

   オミクロン株への効果や副反応の状況など科学的根拠を踏まえて、国と地方と

専門家が共にワンボイスで発信できる、分かりやすいメッセージを打ち出すこと。 

   また、かかり増し経費に対する財政措置として、全国統一的に接種費負担金の

加算措置を講じる等、適正な措置を確実に講じること。 
   併せて、小児の接種には保護者の付き添いが必要であり、企業等に協力を求め

るなど、引き続き、国として休暇を取得しやすい環境づくりに努めること。 

 

（４）今後の接種方針の早期提示 

   新型コロナワクチンの特例臨時接種は、９月３０日に終了する予定となってい

るが、変異株に対応した新たなワクチンの導入などが想定される状況にある。こ

うした中、接種の実施には集団会場の確保や医療従事者の調整など事前の準備が

必要であることを踏まえ、実施期間延長の要否等について、今後の具体的な方針

を速やかに示すこと。 

 

（５）ワクチンの有効活用 

   ワクチンの配送時点で有効期限を明示するなど、地方自治体が計画的に接種に

用いることができるよう十分に配慮すること。また、国の主導により都道府県域
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を越えた調整や職域接種会場と地方自治体の交換など、ワクチンを柔軟に融通で

きる仕組みを構築すること。さらに、有効期限の短いワクチンについては、早期

の使用が見込まれる諸外国に提供するよう取り組むなど有効活用を図ること。 

 

 

３．保健・医療体制の強化について 

 

（１）保健所機能の強化 

   感染拡大の防止には、早期検査、早期治療や積極的疫学調査の徹底など保健所

機能を維持することが重要である。急速な感染拡大により、健康観察、入院調整、

検体採取など保健所の負担が増加した場合においても保健所が機能不全に陥ら

ずに、地域の実情に応じて必要な保健所機能を維持及び発揮できるよう、国とし

て、保健師をはじめ必要な人員や施設・設備を確保するための財源措置など、強

化に対する支援や、保健師の積極的な派遣や IHEAT の拡充等による広域的な人材

派遣調整、ＤＸの推進、各種報告事務の負担軽減等を通じて、より効率的・効果

的に実務を運用できるよう改善を図ること。 

   また、新型コロナウイルス感染者等情報把握・管理システム（HER-SYS）の安定

的な運用や操作方法等の改善、医療機関による入力促進を図るとともに、次期感

染症サーベイランスシステムへの切替えについては混乱のないように行うこと。 

   さらに、医療機関の電子カルテシステム等と連動した感染者情報の把握・管理

が可能なシステムを構築し、各種報告事務の合理化を促進すること。 

 

（２）自宅療養者等への対応 

   感染急拡大時においては、早期診断・早期治療の徹底と自宅における確実な経

過観察が重要であることから、外来での適切な治療と薬の処方など早期治療の方

法を示すとともに、医療機関や薬局への委託を含め、都道府県が行う体制整備を

積極的に支援すること。また、より多くの医療機関等が自宅療養者等の診療や健

康観察などに携われるよう、医師会等に対し、体制の構築に係る協力要請を継続

的に行うこと。 

   また、健康観察や食事の提供等の生活支援に当たって、都道府県と市区町村が

連携しやすくするため、災害対策基本法における要配慮者名簿の提供のように、

特措法に自宅療養者の個人情報の保護及び提供の根拠を定めること。 

   さらに、高齢者の療養に関して、疾病やＡＤＬの状況等を踏まえ、地域医療と

も連携した適切な医療・看護が受けられるよう、国として明確な方針を示すこと。 
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（３）感染患者の受入れに対する財政支援の強化等 

   診療・検査医療機関や感染患者の受入れ医療機関の体制確保のため、都道府県

が医療機関に交付する協力金を新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金

の対象とし、都道府県が一括して取り扱えるようにすること。 

   また、病床確保について、これまでに確保した全ての病床（コロナ病床確保の

ため、やむを得ず休床した全ての病床を含む）に対して継続して空床補償ができ

るよう、重点医療機関の要件を満たさない一般医療機関の病床確保料の補助単価

増を含め、引き続き、緊急包括支援交付金において地方が必要とする額を確保す

るなど、十分な財政支援を行うこと。 

   さらに、回復期の患者を受け入れる後方支援病床の確実な確保のため、感染患

者を受け入れる病床と同様の空床補償制度の創設や、重点医療機関及び入院協力

医療機関以外の病院等の入院患者が院内感染した場合に入院を継続するケース

もあるため、当該病院等に対する感染拡大防止対策に必要な設備整備費用支援制

度の創設など、緊急包括支援交付金の対象拡大・弾力的運用・増枠等を行うとと

もに、令和４年１０月以降の措置について早急に方針を示すこと。 

   また、妊産婦や透析患者などの基礎疾患を持つ濃厚接触者が、かかりつけの医

療機関を受診できるよう、診療前の検査や感染防止に係る設備整備等に対する支

援を行うこと。 

 

（４）感染患者受入れ医療機関等の安定経営に向けた財政支援 

   医療機関名等を公表した診療・検査医療機関が、新型コロナウイルス感染症の

疑い患者を診療した場合の診療報酬の加算措置については令和４年７月末まで

延長されたが、通年の診療・検査体制を確保するために必要な診療報酬であり、

引き続き、診療報酬の加算措置を行うこと。 

   また、令和４年度診療報酬改定において見直された「感染対策向上加算」は、

感染症に係る重点医療機関、協力医療機関のいずれにも該当しない感染患者受入

れ医療機関についても、加算の対象とすること。 

 

（５）ワクチン・治療薬等の確保 

   感染を抑制し、社会経済活動を維持するためには、ウイルスの変異等による特

性の変化にも対応したワクチンの接種や治療薬の普及が重要となることから、国

産ワクチンや治療薬について、速やかな製造・販売が可能となるよう、重点的な

開発支援等を行うとともに、承認手続の迅速化を図ること。 

   また、治療薬、その他の医療用物資等について、国の責任においてサプライチ

ェーンを把握し、戦略的に十分な量を確保した上で、流通の改善等を図り、医療
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機関・薬局等に備蓄分も含めて適切に配分できるよう安定供給体制を構築するこ

と。 

 

（６）後遺症の治療法の研究・開発等 

   新型コロナウイルス感染症の後遺症については、国において治療法の研究開発

を進めるとともに、治療や相談支援等の体制整備を行うこと。 

 

 

４．感染症対策と社会経済活動の両立に向けた支援について 

 

（１）事業者・生活困窮者等への支援 

   新型コロナウイルス感染症の影響に加え、資材不足や原材料・原油価格の高騰

等により、全国で幅広い業種の事業者や生活困窮者等がより厳しい状況に立たさ

れていることを踏まえ、国の責任において、実情に十分に配慮した幅広く手厚い、

大胆な経済支援・生活支援策を講じ、早期に執行すること。 

 

（２）対策経費の全面的支援と地方創生臨時交付金の弾力的運用・拡充 

   地方自治体や医療機関等における新型コロナウイルス感染症対策に係る経費

については、国の責任において全面的に支援すること。 

地方創生臨時交付金については、都道府県が地域の実情に応じて実施する事業

を幅広く対象とするとともに、弾力的かつ機動的な運用を可能とする制度に見直

すこと。 

   また、感染症対策と社会経済活動を両立させるため、行動制限や施設の使用制

限等の要請に伴う協力金や医療提供体制の整備費用、地域経済の回復に向けた都

道府県独自の取組など、必要な対策を迅速に講じることができるよう、今後の感

染状況や経済状況等を踏まえつつ、新たな変異株による感染急拡大なども見据え、

留保されている交付金 2,000 億円の早期配分や地方単独事業分の増額など更な

る財源措置を講じること。 

   なお、「コロナ禍における原油価格・物価高騰対応分」の算定については、まん

延防止等重点措置の適用状況や３回目ワクチン接種率など、原油価格・物価高騰

に関係のない指標を見直すこと。 

   加えて、医療機関や福祉施設等における物価高騰の影響について財政支援する

とともに、国の一元的な対応が求められることから、地方創生臨時交付金以外の

制度の創設も含め検討すること。 
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（３）観光産業への支援 

   「全国を対象とした観光需要喚起策」については、全国の都道府県が夏休み期

間の旅行需要を確実に取り込めるよう、新型コロナウイルス感染症の状況を踏ま

えつつ、開始時期を検討するとともに、開始を延期する場合には、現在実施して

いる地域観光事業支援（ブロック割）の延長を早期に決定すること。 

   また、地域観光事業支援（ブロック割）の延長に当たっては、エリア設定を柔

軟にするとともに、全国を対象とした観光需要喚起策に合わせて設置する国の統

一事務局についても、都道府県の希望に応じて先行して活用できるようにするこ

と。 

   なお、これまでの地域観光事業支援については、短期間の延長が繰り返されて

きたことから、今後の「全国を対象とした観光需要喚起策」又は地域観光事業支

援の実施に当たっては、観光事業者及び旅行者が見通しをもって事業計画や旅行

計画を立てることができるよう、秋以降の観光需要が落ち込む時期も含めた長期

的な期間を確保すること。 

 

 

５．次の感染症危機に備えるための対応について 

 

（１）司令塔機能における地方の意見の反映 

   新型コロナウイルス感染症では、地域によって感染状況が異なり、それぞれの

地方の実情に応じた感染症対策を講じることの重要性が認識された。 

   このため、感染症対策の司令塔機能を担う内閣感染症危機管理庁の設置や、科

学的知見の基盤・拠点となる日本版ＣＤＣの創設に当たっては、諸外国のデータ

等を分析し、科学的な知見に基づいた的確な指示ができる体制を構築するほか、

地域ごとの感染状況や医療体制等を踏まえた企画、調整、分析、検証等がなされ

るよう、地方の情報や意見を速やかに反映できる仕組みを導入するとともに、ト

ップ同士や実務者レベルでの情報共有など、国と地方が効果的・効率的に連携で

きる具体的な方策を早急に検討すること。 

 

（２）感染状況に即応した情報・対策の発信 

   感染拡大を防止するためには、ウイルス等の特性を踏まえた早期の対応が重要

であることから、日本版ＣＤＣを含め、専門家組織においては、感染の状況に応

じて、科学的知見に基づく分析、検証を即時に実施し、第三者的な立場から感染

抑制に有用な客観的で定量的な情報や、エビデンスに基づき優先順位を明確にし

た対策をリアルタイムに発信するとともに、情報発信に当たっては、専門家と政

26 



10 

府の一元的な体制を構築し、国民の混乱を招かないよう方針を明確に伝えること。 

   また、地方の専門家組織等と連携を図るとともに、人材面や財政面での支援を

積極的に行うこと。 

 

（３）初動対応と特措法に基づく措置の実効性の向上 

   感染の初期段階から、より迅速に、より効果的に対策を講ずるためには、国の

リーダーシップの下、都道府県が一元的に感染症対策を展開していくことが重要

であることから、司令塔機能を強化しながら、対策の実施に当たっては現場主義

に基づき、都道府県に権限や財源を与え、迅速かつ幅広な対応が可能となる仕組

みを構築すること。 

   政府対策本部長が行う都道府県知事等への指示を政府対策本部設置時から行

い得るようにすることの検討に当たっては、必要な場面で当該権限が的確に行使

されるよう、具体的な適用場面や要件などを設定・明示すべきであり、地方と十

分協議の上、制度設計を行い、その意見を反映すること。 

   また、まん延防止等重点措置や緊急事態措置、法令・諸制度の検討に当たって

は、これまでの対策の効果を検証、分析した上で、専門家の知見や関係団体、地

方自治体の意見等も踏まえながら、ウイルス等の特性や感染状況等に応じた全般

的な対応方針やまん延防止等重点措置等の適用基準を速やかに明確化するとと

もに、具体的かつ多様な対策をメニュー化し、各都道府県知事が地域の実情を踏

まえて効果的・効率的な対策を選択できるよう、エビデンスに基づき早急に見直

すこと。また、実効性の高い措置が可能となるよう、財政措置を含めて、法制度

を強化すること。併せて、速やかに感染拡大防止を図る必要があることを対外的

に示すため、都道府県知事の要請により、国の事態認定を可能とすることも含め

て検討すること。 

   なお、感染症対策は全国各地で取り組むことから、各種支援策は、重点措置の

適用等にかかわらず、全国一律で実施すること。 

 

（４）検査体制の強化 

   都道府県、保健所設置市・特別区が試験検査・調査研究等をするために必要な

地方衛生研究所等の体制整備を行うに当たっては、感染症がどの地域で発生して

も高い水準で公衆衛生上の対応を図ることができるよう、民間検査機関も含めた

今後の検査体制に関する方針を明確に示し、変異株の検査等を含めたサーベイラ

ンス体制の充実強化に向け、国として必要な人的・物的・技術的支援を行うこと。 

   感染初期の段階から検査を円滑に実施し、ウイルス等の特性に応じた対策を講

じることが重要であることから、ウイルス等を検出できる検査手法を即時に確立
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し、地方衛生研究所等で広く実施できる体制を整備するとともに、地方の判断で、

検査の対象範囲なども含め柔軟に実施できるよう財政支援を含む必要な支援を

行うこと。 

   また、感染拡大期にも、必要な検査が確実に実施できるよう、検査に要する資

器材の需給を的確に把握しながら、診療及び各種検査に必要となる検査試薬や検

査キット等の安定的な供給を図ること。 

   なお、検査に係る診療報酬については、地方の検査に係るコストに見合った適

切な診療報酬体系に見直すこと。 

   さらに、全ての医療機関において感染症が疑われる発熱患者の外来診療・検査

に対応できるよう体制構築を進めること。 

 

（５）医療提供体制確保のための財政措置等 

   平時において都道府県と医療機関との間で新興感染症等に対応する病床等を

提供する協定を結ぶ「全体像」の仕組みを法定化し、感染症危機発生時には協定

に従い医療を提供するとされているが、感染患者受入れ医療機関や診療・検査医

療機関、宿泊療養施設、入院待機施設、後方支援医療機関、薬局など、感染拡大

時における医療提供体制を確実に確保するためには、空床補償や減収補償、感染

症の拡大期にも確実に医療を提供するための医療機関における環境整備や人材

配置への支援、診療報酬の加算措置など、医療機関等の安定経営に向けた財政支

援が必要であることから、体制整備に当たっては、国の責任において十分な財政

支援を行うこと。また実効性を担保するための措置について、医療関係者や自治

体と丁寧に調整し、具体的な検討を進めること。 

   また、医療資源を有効活用し、症状やリスク等に応じた適切な医療を確実に提

供するための医療提供体制の在り方について、国としての明確な方針を示すとと

もに、新興感染症の流行時において、一般医療を圧迫することなく 感染症患者

の受入病床を確保するため、新型コロナウイルス感染症対応を踏まえた基準病床

数及び必要病床数の加算を可能とすることや、新型コロナ確保病床は二次医療圏

単位では完結しないことから、圏域を超えた高度で専門的な医療を提供する医療

機関の病床整備を可能とするため、算定した病床数の範囲内で都道府県知事の裁

量により、一定数を特定の二次医療圏に配分可能な枠とできるようにするなど、

感染症対応を想定した弾力的な病床制度とすること。 

   なお、国立病院機構、地域医療機能推進機構など、国所管の公的病院において

は、感染患者を積極的に受け入れること。 
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（６）医療人材等の確保 

   感染拡大時に病床等を確保するためには、病床を稼働させる医師や看護師等の

医療人材の確保が重要であるため、地域医療に影響を及ぼすことのないよう現場

に配慮した上で、国として、医療人材を確保し、感染拡大時に臨時の医療施設等

に派遣するなど広域的な対応を図ること。 

   なお、DMAT の派遣・活動は有効であるが、基本的には災害対応の派遣医療チー

ムであることから、感染症に対応できる医師・看護師など専門人材の確保・育成

を推進するなど、チームを拡充すること。また、公衆衛生医師の計画的な育成を

進めること。 

   さらに、新型コロナウイルス感染症において高齢者施設等でクラスターが多発

したことを踏まえ、これらの施設に従事する職員の感染対応力の向上を図るとと

もに、感染症対策の責任者を設置した場合に報酬の加算を行うなど、インセンテ

ィブ制度を創設し、対応を促進することを検討すること。 

 

（７）都道府県と保健所設置市・区との連携強化 

   生活圏域・社会経済圏域での一体的な感染症対策を展開するため、都道府県と

保健所設置市・特別区の連携強化は不可欠であり、平時からの協議会設置や有事

の指示権等の創設は重要であることから、これらが地域の実情に応じて実効性あ

る形で運用されるよう制度設計に当たっては、地方と十分協議し、その意見を反

映すること。 

 

（８）自治体と緊密に連携したワクチン接種方針の決定等 

   新型コロナウイルス感染症では、ワクチン接種について、現場となる地方の現

状や、実務上の課題が十分伝わらないまま議論が進められ、唐突な形での指示や

短期間で二転三転する指示に現場は大変混乱した。 

   ワクチンの接種方針を決定又は変更するに当たっては、検討段階から自治体に

情報提供を行うとともに、現場との対話により、財政面も含め、円滑な接種の実

現や実務上の課題解消に努めること。 

 

（９）医療ＤＸの推進 

   今般の感染症対策により進んだ医療におけるデジタル化の流れを更に加速化

させるため、ソフト・ハード両面からの財政支援を実施すること。 

   また、医療ＤＸの推進に当たっては、医療情報への不正アクセス防止のため、

ハード面におけるセキュリティ対策に加え、日本医師会発行の万全のセキュリテ
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ィ対策が施された医師資格証を活用して、適切に有資格者の認証を行うことがで

きる仕組みを関係者と連携の上構築すること。 

 

 

 

 

令和４年７月１２日 

全国知事会新型コロナウイルス緊急対策本部 

本部長         鳥取県知事   平井 伸治 

本部長代行・副本部長  福島県知事   内堀 雅雄 

副本部長        京都府知事   西脇 隆俊 

副本部長        神奈川県知事  黒岩 祐治 

ワクチンチームリーダー 高知県知事   濵田 省司 

幹事長         福井県知事   杉本 達治 

本部員         ４１都道府県知事 
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更なる感染再拡大の防止に向けて 
 

 現在、全国的に感染力の強い BA.5 系統が拡大し、過去一番うつ

りやすくなっています。基本的な感染対策を徹底するとともに、

帰省や旅行、イベント参加の際には、事前のワクチン接種や検査

の活用に、ご理解とご協力をお願いします。 

 

安全・安心な日常生活の確保に取り組みます！ 

〇 これまでの新型コロナウイルス感染症対策を教訓に、必要となる病

床や医療人材の確保、自宅療養者等に対する医療の提供や健康観察の

実施など、医療提供体制の強化に取り組みます。 

〇 感染者等の早期発見、早期治療につなげ、感染拡大を抑制するとと

もに、重症化や病床のひっ迫を防ぐため、保健所機能及び検査体制の

強化に取り組みます。 

〇 ワクチン・治療薬の開発支援や感染症危機発生時にも確実に医療用

物資等が確保できる仕組みづくり等について、国に対し、積極的な取

組を働き掛けていきます。 

熱中症に注意しながら、基本的な感染対策の継続を！ 

〇 熱中症には十分注意した上で、近距離での会話など、場面に応じて

マスクを正しく着用するとともに、手洗い、手指消毒、三密回避、換

気といった基本的な感染対策を徹底しましょう。 

〇 ワクチンの効果と副反応等のリスクを正しく理解し、年齢等に応じ

た回数の接種をご検討ください。特に、若い世代の皆様には、自分自

身と大切な人の健康を守るために接種をお願いします。 

〇 普段から体調管理を行うとともに、発熱・咳など少しでも体調が悪

い場合は、ご家族を含め、外出・移動を控え、医療機関に電話した上

で、すぐに受診しましょう。 
 

 

 

 令和４年７月１２日 

全 国 知 事 会 
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岸田総理大臣の会見を受けて 

本日、岸田総理におかれては、新型コロナウイルス感染症の「第７波」

に立ち向かうため、ワクチンの４回目接種の医療・介護従事者への拡大、

無料検査の活用、適切な換気の徹底をはじめとする新たな新型コロナウ

イルス感染症対策を示されるとともに、総理自らが本部長となる「物価・

賃金・生活対策本部」を開き、現下の物価高騰等に対し、必要に応じて地

方創生臨時交付金を更に拡充していく等の方針を示された。全国知事会

からの要望に応えるものとして、心より深く感謝申し上げる。 

長引く物価高騰等が経済に影を落とす中、かつてない感染力を有する

ＢＡ．５系統等の猛威に各地域はさらされているが、我々現場の知事は、

国と連携して感染防止対策や社会経済活動の回復に全力を尽くしていく

決意である。政府におかれては、今般の感染実態を踏まえ、従来のまん

延防止等重点措置の改善など具体的感染対策を早急に実行に移すとと

もに、物価・燃油・資材高に対応するための地域に届く大型の経済対策

の断行を含め、地方と連帯して現場の取り組みを強力に支援していただ

くよう、改めてお願い申し上げる。 

令和４年７月１４日 

全国知事会会長        鳥取県知事 平井 伸治 

全国知事会 新型コロナウイルス緊急対策本部 

本部長代行 福島県知事 内堀 雅雄 

別添３－③
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関西 夏の感染予防徹底宣言

新規陽性者数は、急速に増加しており、更なる感染の広がりが懸念されます。

夏休みを楽しく過ごすためにも、今一度一人ひとりが基本的な感染対策を徹底し、リスクの高い行動を回避するとともに、

積極的にワクチンを接種するようお願いします。

○3密の回避、手洗いや手指消毒、換気など、基本的な感染対策の継続をお願いします。特に家庭内、高齢者施設や
社員寮等の集団生活、スポーツなど近距離で人と接する場面では、徹底してください。
エアコンを使用する場合でも、こまめな換気をお願いします。

○マスクは熱中症に十分注意し、適切に着脱してください。
【マスクが必要な場面】

屋内：会話を行う場合、会話はなくても人と十分な距離が取れない場合
屋外：人と十分な距離が取れない状態で、会話を行う場合

○発熱、咳、のどの痛みなど少しでも体調が悪い場合は、家族を含めて通勤・通学・通園をやめ、医療機関に
電話のうえ受診してください。企業・学校等での休みやすい環境整備をお願いします。

○夏祭りや花火大会などのイベントに参加する際 ⇨ 人混みや大声での会話などによる感染リスクに注意しましょう。
○帰省・旅行の際 ⇨ 事前に検査を行うなど感染を拡大させない対策を徹底してください。
○飲食店の利用の際⇨ 出来る限り認証店を選んでいただくとともに、会話時はマスク着用をお願いします。

基本的な感染対策の徹底

リスクの高い行動の回避

○積極的な追加接種とともに､1･2回目の未接種者も接種をご検討ください。

○若い人が感染した場合でも、重症化や後遺症のリスクがありますので、できるだけ早く接種をお願いします。

○高齢者や一定の基礎疾患を有する方は、感染した場合に重症化しやすいことから、３回目接種から

５ヶ月経過後、早期に４回目接種をお願いします。

ワクチンの積極的な接種

令和４年７月21日


